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要　約

　本研究では，脅威アピールの観点から，犯罪や防犯情報に対する事前の関心の程度

によって，情報提示の効果に差異が生じるかどうかを予備的に検討することを目的に

実験を実施した。女子大学生（N＝41）を対象に，冊子形式で脅威情報及び予防行動

の効果性情報を提示し，その上で当該予防行動の行動意図に回答を求めた。また，犯

罪情報への事前の関心を測定するために，これまでの行動傾向として，犯罪や防犯情

報を積極的に確認してきたかどうかを尋ねた。実験の結果，脅威情報及び予防行動の

効果性情報の両者を提示した場合，事前関心が高い者の方が，事前関心が低い者より

も，行動意図が高まっていた。また，事前関心が高い者では，脅威情報及び効果性情

報の両者を提示した条件は，脅威情報もしくは効果性情報のいずれか一方を提示した

条件よりも，行動意図が高まることが明らかとなった。以上の結果を踏まえて，最終

的に犯罪情報の発信方法について議論がなされた。
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問　　　題

１．犯罪被害実態と犯罪予防行動

法務省（2016）によれば，平成27年の刑法犯認知件数は約110万件であり，戦後最少を記録

したことが報告されている。また，刑法犯認知件数の推移をみると，平成14年に約285万件を

記録して以降，13年連続で減少している（法務省，2016)。このように，近年の日本の犯罪情

勢を見てみると，警察などの刑事司法機関が認知する件数ベースでは着実に犯罪が減っている。

しかし，その一方で，平成27年においても年間約110万件の被害が生じているのもまた事実で

ある。犯罪は一旦発生すれば，それに関わる人間に多くの不利益や不幸をもたらす。したがっ

て，犯罪が減少している現状に満足することなく，一件でも多く犯罪を減らすために一層の取

り組みが必要である。

そうした中で重要なのは，これらの犯罪の多くが簡単な心掛けによって未然に防げるにもか

かわらず，そうした心掛けの欠如から発生しているという点である。例えば，平成27年には年

間約110万件起こった犯罪のうち，実に約80万件を窃盗が占めている（法務省，2016)。窃盗に

含まれる空き巣に関してみると，平成27年中に空き巣の被害にあった31,430件のうち，施錠を

していない状態（無締り）で被害に遭っている件数が，11,049件にも上る（警察庁，2016a)。

これは，空き巣の認知件数のうちの約30%を占める。同様に，車上ねらいに関しても，平成27

年中に車上ねらいの被害に遭った65,023件のうち，施錠をしていない状態（施錠なし）で被害

に遭っている件数が32,996件に上る（警察庁，2016a)。すなわち，車上ねらいに関しては，半

数以上が無施錠状態での被害である。こうした事実は，外出時に自宅の施錠を心掛ける，ある

いは乗り物から離れる時に施錠を心掛けるなどの簡単な予防行動によって，被害をある程度予

防することが可能であることを示している。

こうした状況から，警察や自治体は，犯罪に対する予防行動を促すために，広報や各種

キャンペーンなどを通じて，積極的に潜在的被害者に働きかけている。特に，インターネッ

トの普及に伴い，犯罪情報や防犯情報が電子メールで配信されたり，Social Network Service

（SNS）を活用した広報活動も積極的に行われるようになってきている。

２．説得的コミュニケーションによる犯罪予防行動促進

こうした警察をはじめとした行政からの働きかけは，情報提供によって市民の行動意図や行

動自体の変容を狙った説得的コミュニケーションの一種である（島田・荒井，2012)。ここで

いう説得とは，｢送り手が，主に言語コミュニケーションを用いて非強制的なコンテキストの

中で，納得させながら受け手の態度や行動を意図する方向に変化させようとする社会的影響行

為あるいは社会的影響過程（深田，2002)」であり，この説得に用いられるコミュニケーショ

ンが説得的コミュニケーションである。説得的コミュニケーションが行動変容をもたらすか
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どうかに関しては，健康や交通行動，環境リスクなどの領域で幅広く検討されている（深田，

2002)。

しかし，犯罪被害防止の分野では，こうした研究は多くはない。日本の実務政策について言

えば，各機関が実証的知見に基づいて情報提供しているとは言い難い状況にある。やみくもに

情報を提示するだけでは，犯罪被害に対する不安感を助長するだけで，行動意図には何ら効果

を持たない可能性も考えられる。この場合，市民の安全・安心を意図して行った情報提供が，

逆に不安を高めるだけに終わり，意図とは逆の効果をもたらす可能性さえある。したがって，

実務政策を裏付けるためにも，犯罪情報を発信することが，情報受信者にどのような影響を及

ぼすのか，実証的に検討する必要がある。

数少ながら，説得的コミュニケーションの観点から犯罪情報の発信を検討した研究もある。

例えば，Morrison（2005）は，男女大学生を対象に，説得的コミュニケーションの一種である，

脅威アピールを用いて護身術の受講を勧告する実験を行い，恐怖の強弱に関わらず，女子大学

生の護身術受講への行動意図が形成されること，そして男子大学生についても，同様に効果が

見られることを示している。また，Davis & Smith（1994）は，侵入盗の再被害防止のための

介入において，侵入盗の脅威と対処法を伝えた介入群は，通常のカウンセリングを行った対象

群と比較して，介入後の対処行動の頻度が増えることを明らかにしている。さらに，Gleicher 

& Petty（1992）は，大学生を対象に，脅威アピールに基づいて，キャンパス内での防犯対策

（Crimewatch program）の必要性を訴えるメッセージを提示し，対策に対する態度を測定し

た。その結果，やや強い恐怖を喚起し，かつ当該対策の効果を明示した場合で，強い論拠に

よって説得を行った時に，もっとも対策への態度が肯定的になることを明らかにしている。

我が国でも，島田・荒井（2012）が，脅威アピールに基づいて，女子大学生における一人歩

き時のイヤホン装着をテーマに，犯罪及び防犯に関する情報提示が犯罪予防行動意図に影響を

及ぼすかどうかを検討している。島田・荒井（2012）では，脅威情報の形式と予防行動の効果

性情報とを操作して提示することで，情報受信者の予防行動意図にどのような差が生まれるの

かについて検討している。その結果，事例と統計情報を提示し，かつ予防行動の効果性を高く

示した情報を同時に提示した場合に，行為意図が最も高まることを明らかにしている。また，

島田・荒井（2017）では，脅威アピールに基づいて，公営の駐輪場に駐輪する自転車へのツー

ロック（二重の錠利用）を勧告するフィールド実験を行っている。特に，島田・荒井（2017）

では，実験介入後に追跡的に調査を行うことで，情報提示の効果を縦断的に検討している。そ

の結果，介入直後の行動変容は提示される情報間で違いが見られなかったものの，長期的な行

動変容に関しては，提示される情報によって違いが見られることが報告されている。

以上の研究のように，数は少ないながら，犯罪被害防止の分野においても，説得的コミュニ

ケーションによる検討がなされ始めている。しかしながら，健康や交通行動，環境リスクの領

域における研究と比較して，その数はわずかであると言わざるを得ない。したがって，犯罪被
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害防止の領域においても一層の研究が望まれる。

３．事前の関心による情報提示効果の差異

先述の研究は，説得的コミュニケーションの中でも，脅威アピールと言われる手法であ

り，その背景理論として，防護動機理論（Rogers，1975）や修正防護動機理論（Maddux & 

Rogers，1983)，そして拡張平行過程モデル（Witte，1992）に立脚している。これらの理論で

は，情報受信者の内部に脅威評価と対処評価の２つの心的過程が存在し，当該脅威事象が脅威

であると評価され，かつ勧告される対処行動が十分に効果的であると評価された場合に，行動

意図や行動が変容するとされる（島田・荒井，2017)。

一方で，このような情報提示によって行動意図や行動の変容を狙う場合，情報受信者の犯

罪情報や防犯情報に対する事前の関心によって，提示情報の効果が変わる可能性が考えられ

る。例えば，Davis & Smith（1994）は，侵入盗の被害に遭った者に対して被害直後に介入を

し，情報を伝えることの効果を示している。また，Morrison（2005）も，もともと強姦に対し

て危機感を感じている女性で，情報提示が予防行動意図を促すことを報告している。すなわち，

これらの研究では，被害に遭った，あるいは遭う可能性が高い危機意識や事前の関心の高い者

において，情報提示の効果が見られたとも言い換えることもできる。

こうした情報提示の効果は，当該問題や情報に対して興味や関心がない危機意識の低い者に

おいても，同じように見られるのであろうか。例えば，もともと関心が低い者では，情報を提

示したとしても，その情報を受容しない（あるいは，受容できない）という可能性が考えられ

る。つまり，全く同じ情報を提示したとしても，事前の関心が低い者では，情報が処理されな

い（あるいは情報が処理できない）ことになり，情報提示の効果は事前の関心の高い者と比較

して弱いものになる，もしくは全く効果が見られないと予想される。

実際，Petty & Cacioppo（1986）の精緻化見込みモデル（Elaboration Likelihood Model）

では，我々の情報処理には，動機付けと情報処理能力によって，二つの処理過程が存在するこ

とを指摘している。一つは，中心ルートによる情報処理であり，動機づけが高く，かつ情報の

処理能力が十分にある場合に，情報を精査した上で意思決定がなされるルートである。もう一

つが，周辺ルートであり，動機づけが低い，もしくは情報を処理する能力が不十分である場合

に，情報とは別の周辺的な情報（例えば，発信者の魅力や信憑性など）によって意思決定がな

されるルートである。このモデルに従えば，当該問題に対する事前の関心が強い場合には，中

心ルートを通って情報処理がなされるため，提示される情報によって行動変容につながると予

想される。逆に，当該問題に対する事前に関心が弱い場合には，同じ情報を提示しても，周辺

ルートを通って情報がなされるため，提示される情報内容の影響は弱いと考えられる。

我々は，一般的に，良いことは自分に起こりやすく，悪いことは自分には起こりにくいとす

る楽観バイアスをもつ（Weinstein，1980；1989)。このこと自体は，我々が精神的に健康でい
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るためには必要なことである（Taylor, & Brown，1988)。その一方で，楽観バイアスを強く

働かせれば，自分には関係のないことと問題を捉えがちであり，当然ながら当該問題に対する

関心も低下する。犯罪に関して言えば，特に20代の若者では，他の年代に比べて，客観的な犯

罪被害リスクが高い（警察庁，2016b）にも関わらず，自分が被害に遭う主観的リスク認知や

不安感情が他の年代と比較して低いことが，古くから指摘されている（Clemente &Kleiman, 

1976；Ortega & Myles，1987)。また，特に大学生では，犯罪予防への意識が低いだけではな

く，実際の行動もとられていないとの報告もある（笹竹，2008)。このように，大学生を含む

若者においては，犯罪や防犯に対する関心は概して低いと考えられるが，このような関心が低

い層に説得的にアプローチするためには，関心のなさを考慮したアプローチが必要になる。そ

れゆえに，本研究では，犯罪情報に対する事前の関心の程度を考慮した上で，犯罪情報の提示

が，行動意図にどのような影響を及ぼすのかを検討する。

目的と仮説

以上の議論を踏まえて，本研究では，脅威アピールの観点から，犯罪や防犯情報に対する事前

の関心の程度によって，情報提示の効果に差異が生じるのかどうかを検討することを目的とした。

仮説としては，脅威情報及び予防行動の効果性情報の両者を提示した場合，犯罪や防犯情報に事

前に関心がない者と比較して，事前に関心がある者で予防行動意図が高まると予想した（仮説

１)。また，脅威アピールを踏まえると，事前の関心が高い者でも，特に脅威情報及び予防行動

の効果性情報の両方が提示された条件が，脅威情報及び効果性情報のいずれかが提示された条件

よりも，行動意図が高まると予想した（仮説２)。

なお，本研究は，島田・荒井（2012）の予備研究として実施されたものである。したがって，

本研究において取り上げる罪種や奨励される犯罪予防行動，そして実験材料については，島田・

荒井（2012）へと踏襲されたものであった。

方　　　法

１．実験参加者

実験参加者は，東京都内の大学に通う女子大学生41名であった。このうち，30歳以上の１名

を除き，最終的に40名（平均20.41±3.53歳）を分析対象とした。

２．実 験 計 画

本研究の実験計画は，２（事前関心：高群 vs.低群)×２（脅威情報の有無：情報あり vs.情

報なし)×２（予防行動の効果性情報の有無：情報ありvs.情報なし）の実験参加者間計画とした。
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３．実験手続き

実験は，大学の講義時間を用いて集団形式で実施した。具体的には，脅威情報と予防行動の

効果性情報，それに質問項目を含めて１冊の冊子を作成し，講義時間を用いて実験参加者に無

作為に配布した。続いて，実験参加者には，冊子の順番に従って，冊子に記載されている情報

を読み，質問項目に回答するように教示し，実験を開始した。各参加者が回答を終えた段階で

冊子を回収し，全員が回答を終えた後にデブリーフィングを行い，実験を終了した。なお，デ

ブリーフィングでは，真正の実験目的を説明し，架空情報を訂正するとともに，実験刺激とし

て用いた犯罪について正確な情報を伝えた。実験の所要時間は，15分程度であった。

倫理的配慮として，本研究では，実験に際しての個人の権利の保護及び個人情報の保護に関

して，フェイスシートにて十分な説明を行った。その上で，質問紙への回答をもって本研究へ

の参加に同意したことを表すことを説明し，回答者の同意意思を確認した。また，本実験への

参加は任意であり，回答の拒否や回答の中断，回答をとばすことを許容することで，調査への

参加の任意性を保証した。

４．実 験 材 料

実験刺激および質問項目を含む冊子の作成にあたっては，A4用紙を用いて，フェイスシー

ト（倫理的配慮等の説明)，脅威情報，予防行動の効果性情報，質問項目をカラーで印刷し，

「大学生の防犯に関するアンケート」という表題を付けて作成した。冊子の種類は，脅威情報

と予防行動の効果性情報の両情報を含んだバージョン，脅威情報のみを含んだバージョン，予

防行動の効果性情報のみを含んだバージョン，情報を提示せずに質問項目にのみ回答してもら

うバージョンの４種類であった。

　⑴　脅威情報

脅威情報は，島田・荒井（2012）と同様に，事例と統計情報の両者を含めて作成した。具

体的には，女子大学生が帰宅途中に不審な男性に後をつけられた具体的事例，年間の性犯罪

認知件数（約4000件)，暗数の多さ，被害多発時間帯（20～22時）など実際の統計情報を箇

条書きにして提示した（約690文字)。

⑵　予防行動の効果性情報

予防行動の効果性情報については，まず個人が犯罪者に狙われにくい状況を作ることで，

被害にあう可能性を減らすことができることを示した。そのうえで，イヤホンをはずすこと

で得られるメリットを強調し，最終的に，歩行時に音楽用プレーヤーのイヤホンを外すこと

を勧告する内容であった（約390文字)。
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５．測 定 変 数

⑴　犯罪及び防犯情報への事前の関心

犯罪情報や防犯情報への事前の関心については，これまでの行動傾向として，どの程度

犯罪や防犯に関する情報に関心を向けてきたかを尋ねた。具体的には，｢犯罪や不審者情報

に気をつける」，｢大学の防犯ポスターを見るようにする」の２項目を作成し，過去を振り

返って，各項目のような行動をどの程度行っていたかに回答を求めた。回答方法は，これ

までに各項目のような行動をどの程度行ってきたかについて，｢０：全くしていない」から

「４：いつもしている」までの５段階で評定を求めた。

⑵　予防行動の行動意図

提示した犯罪予防行動（歩行時に音楽用プレーヤーのイヤホンを外す）の行動意図につい

て，｢すぐにでも実行したい」，｢夜遅い場合には実行したい」，｢人通りの少ない場合には

実行したい」の３項目を作成した。回答方法は，項目の各状況で，どの程度提示した予防行

動を行おうと思うかについて，｢０：全くそう思わない」から「６：とてもそう思う」まで

の７段階で評定を求めた。

６．実験実施時期

実験は2008年６月に実施された。

結　　　果

１．各変数の基本的検討

犯罪情報や防犯情報への事前の関心を測定するために作成した２項目について，Pearson

の積率相関係数を算出した。その結果，両項目間の相関係数は，r＝.44（p＜.01）であった。

これを踏まえ，分析の際には，評定値を合計した値を犯罪情報・防犯情報への事前の関心とし

た。なお，犯罪情報や防犯情報への事前の関心については，平均値（SD）が2.00（1.48）と

低い値であった。本研究では，実験参加者を相対的に高群・低群に分割するために，犯罪情報

や防犯情報への事前の関心得点について，全体の上位約50％を事前関心高群，全体の下位約

50%を事前関心低群とした。

次に，予防行動の行動意図を測定するために作成した３項目について，尺度の一次元性を確

認するために主成分分析を行った（Table１)。その結果，第１主成分のみが抽出され，寄与率

は80.90%であった。また，３項目についてCronbachのα係数を算出した結果，α＝.88であっ

た。以上の結果を踏まえて，尺度の一次元性が確認されたと判断した。以降の分析の際には，

各項目の評定値を合計し，項目数で割った値を予防行動の行動意図得点とした。
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Table１　行動意図の一次元性の検討

第一主成分

夜遅い場合には実施したい .93

人通りが少ない場合には実施したい .93

すぐに実施したい .83

固有値　　2.43

２．事前関心が情報提示の効果に及ぼす効果

事前の関心の程度によって，情報提示が行動意図に及ぼす影響が異なるかどうかを検討する

ために，事前の関心（関心高 vs.関心低)×脅威情報（情報あり vs.情報なし）×予防行動の効

果性情報（情報あり vs.情報なし）の三要因実験参加者間分散分析を行った（Figure１)。そ

の結果，事前関心×脅威情報×予防行動の効果性情報の２次の交互作用のみが有意であった

（F(1,32)＝8.66,p＜.01)。その他の主効果及び交互作用は，いずれも有意ではなかった。

6.00

5.00

4.00

3.00

2.00

1.00

0.00
効果性情報有 効果性情報有 効果性情報無効果性情報無

脅威情報有 脅威情報無

事前関心　高

事前関心　低
4.93

4.40

3.96 4.00

3.20
3.00

2.80 2.83

Figure.１　条件ごとの予防行動の行動意図得点

２次の交互作用について，予防行動の効果性情報の有無ごとに，単純交互作用検定を行った。

その結果，効果性情報あり条件においてのみ，単純交互作用が有意であった（F(1,32)＝5.98, 

p＜.05)。これを踏まえ，効果性情報あり条件の中で，脅威情報の有無ごとに単純・単純主

効果検定を行ったところ，脅威情報がない条件では事前関心の効果は有意ではなく（F(1,32)

＝0.84,n.s.)，脅威情報のある条件で，事前関心の効果が有意であった（F(1,32)＝6.25, 

p＜.05)。つまり，脅威情報と効果性情報との両方を提示した場合，事前の関心が高い条件の
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参加者は，事前の関心の低い参加者と比べて，予防行動を行う意図が有意に高かった。

また，２次の交互作用について，脅威情報の有無ごとに，単純交互作用検定を行った。そ

の結果，脅威情報あり条件においてのみ，単純交互作用が有意であった（F(1,32)＝6.05, 

p＜.05)。これを踏まえ，脅威情報あり条件の中で，事前関心の高低ごとに単純・単純主効果

検定を行ったところ，事前の関心が低い条件では効果性情報の効果は有意ではなく（F(1,32)

＝2.01,n.s.)，事前関心の高い条件で，効果性情報の効果が有意であった（F(1,32)＝4.92,p

＜.05)。つまり，事前の関心が高い条件において脅威情報を提示した場合，効果性情報を提示

した条件は，効果性情報を提示しない条件よりも，予防行動の行動意図が有意に高かった。

さらに，２次の交互作用について，事前の関心の高低ごとに，単純交互作用の検定を行っ

た。その結果，事前の関心の高い条件においてのみ，単純交互作用が有意であった（F(1,32)

＝7.74, p＜.01)。これを踏まえ，事前の関心の高い条件の中で，効果性情報の有無ごとに

単純・単純主効果検定を行ったところ，効果性情報がない条件では脅威情報の効果は有意で

はなく（F(1,32)＝2.29,n.s.)，効果性情報のある条件で，脅威情報の効果が有意であった

（F(1,32)＝5.77,p＜.05)。つまり，事前の関心が高い条件において効果性情報を提示する場

合，脅威情報を提示した条件は，提示しない条件よりも，予防行動を行う意図が有意に高かっ

た。

考　　　察

本研究では，脅威アピールの観点から，犯罪や防犯情報に対する事前の関心の程度によって，

情報提示の効果に差異が生じるかどうかを検討することを目的に実験を行った。仮説としては，

脅威情報及び予防行動の効果性情報の両者を提示した場合，犯罪や防犯情報に事前に関心がない

者と比較して，事前に関心がある者で予防行動意図が高まると予想した（仮説１)。また，脅威

アピールを踏まえると，事前の関心が高い者でも，特に脅威情報及び予防行動の効果性情報の両

方が提示された条件が，脅威情報及び効果性情報のいずれかが提示された条件よりも，行動意図

が高まると予想した（仮説２)。

まず，本研究の結果，脅威情報及び効果性情報の両者を提示した場合，事前関心が高い場合の

方が，事前関心が低い場合よりも，行動意図が高まっていた。したがって，仮説１は指示された。

これらの知見は，Davis & Smith（1994）やMorrison（2005）の研究と整合し，危機意識や事

前の関心の高い者において，行動意図に対する情報提示の効果が見られたことを意味する。これ

を逆に考えると，事前の関心が低い場合，脅威アピールに基づいて脅威情報と効果性情報を提示

したとしても，当該行為に対する行動意図は高まらないということでもある。この点は，実務政

策的には重要な意味を有している。すなわち，事前の関心次第では，情報提供をしても全く効果

が見られない層が存在する可能性があるということである。
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Petty & Cacioppo（1986）の精緻化見込みモデルに基づけば，動機づけが低い場合には，周辺

ルートを通した情報処理となる。この場合，子細な情報を提示しても，情報内容が処理されない

ため，おそらく情報提示の効果は望めないであろう。今回の結果は，このルートでの情報処理を

示しているのかもしれない。すなわち，事前の関心や動機づけの低い層では，周辺ルートを通し

た情報処理がなされたため，情報内容自体の効果が見られなかった可能性がある。そうであれば，

事前の関心が低い層に関しては，情報提供者の魅力や信憑性，あるいは当該対象にとって魅力的

なキャラクターを用いるなど，周辺ルートでの情報処理を念頭に置いた情報発信をする必要があ

ると思われる。

また，特に，極度に事前の関心の低い層に関しては，そもそも情報を読み飛ばしてしまう可能

性も考えられる。つまり，関心がなければ情報を読むこと自体が煩わしく，情報を読み取ること

をスキップしてしまうということである。この場合，情報を見ていないことになるわけであり，

当然ながら，情報提示の効果は見られない。こうした情報に対して全く関心がない層に関しては，

周辺ルートでの情報処理もなされない可能性がある。したがって，情報に全く関心がない層に対

しては，情報提示で行動を変えるのではなく，必然的にそうせざるを得ないような状況を社会シ

ステムに組み込むなどの施策が必要になると考えられる。

次に，本研究の結果，事前関心が高い者では，脅威情報及び効果性情報の両者を提示した条件

は，脅威情報もしくは効果性情報のいずれか一方を提示した条件よりも，行動意図が高まること

が明らかとなった。したがって，仮説２も支持された。

これらの研究結果は，脅威アピールを用いた先行研究（例えば，Gleicher & Petty，1992；島

田・荒井，2012）と一貫する知見である。こうした先行研究と本研究の知見を併せて考えると，

扱われる問題やその問題に関する情報にある程度関心がある場合にも，脅威情報や予防行動の効

果性情報を対提示することがより効果的であるということである。島田・荒井（2012）では，我

が国の犯罪被害防止のための情報発信の実態を報告しているが，現状では，脅威を伝える情報は

見られるが，予防行動の効果性の記述は少ないという。より効果的な行動意図及び行動変容を狙

うのであれば，事前の関心がある程度見られる層に関しては，脅威情報に加えて，予防行動の効

果性情報も含めて情報発信することが重要である。

一方で，事前関心が低い場合には，提示される情報の種類によって，行動意図は変わらなかっ

た。先述の通り，そもそも当該問題や情報に対して関心がなく，情報内容が吟味されなければ，

情報提示の効果は見られないであろう。それゆえに，事前関心が低い層では，脅威情報や予防行

動の効果性情報の提示の差異が見られなかったのかもしれない。したがって，情報発信をする際

には，情報を受け取ってほしい対象者が，関心が高い層なのか，低い層なのかを見極め，対象者

に合わせた情報発信を考える必要があると思われる。
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本研究の制限と今後の展望

最後に，本研究における制限と今後の展望について論じる。第一に，本研究の中心的なテーマ

は，問題に対する事前の関心によって，情報提示による行動意図の変容に違いが見られるかを

検討することであった。しかしながら，犯罪や防犯に関する事前の関心が，そもそも全般的に

低い値であった（平均値＝2.00；レンジ0.00～8.00)。本研究では，事前の関心の上位50％を高

群，下位50％を低群と相対的に群分けしたが，上位50％でも事前の関心は低いと言わざるを得な

い。したがって，より詳細に検討するためには，当該問題への事前の関心が明確に高い層を抽出

した上で，検討することが望まれる。

第二に，本研究では，脅威アピールに基づいて情報提示の効果を検討した。しかしながら，脅

威情報及び効果性情報に関して，脅威が喚起されたか，あるいは効果性が高く認知されたかなど

の操作チェックができていない。本研究では，情報なしの統制条件を含めて検証を行ったが，無

関連情報を読むことを求める統制群を用いて，かつ操作チェックをした上で，本研究の知見が再

現されるか，再度検証する必要がある。

第三は，サンプルサイズの問題である。本研究では，予備的な検討を行うことを目的としてい

たため，各条件に各５名程度しかおらず，検出力においてもやや問題がある。本研究のような情

報提示の実験手続きであれば，集団での実施も可能であり，より大きなサンプル数での検証も求

められるであろう。

本研究では，脅威アピールの観点から，犯罪や防犯情報に対する事前の関心の程度によって，

情報提示の効果に差異が生じるのかどうか検討した。そして，特に当該問題に対する事前の関心

によって，情報提示の効果が異なることが明らかにした。この点は，犯罪予防行動を奨励するた

めの実際の施策を考える上で，非常に重要な知見であると思われる。一方で，当該問題に対して

事前の関心の低い層に対するアプローチする方法は，明確にはなっていない。今後の検討では，

こうした事前の関心が低い層にどのように情報提示を行うことが有効なのか，更なる検討が望ま

れる。
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